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衆
議
院
議
員
松
野
頼
久
君
提
出
元
国
家
公
務
員
の
日
本
郵
政
株
式
会
社
へ
の
就
職
に
係
る
手
続
に
関
す
る
質
問
に
対
す

る
答
弁
書

一
の
�
に
つ
い
て

御
指
摘
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
の
�
に
つ
い
て

国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
百
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
密
接
な
関
係
に
な
い
場
合
に
は
、

同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
人
事
院
の
承
認
は
必
要
な
い
。

二
の
�
並
び
に
�
の
（
ア
）
の
（
�
）
か
ら
（
�
）
ま
で
及
び
（
イ
）
の
（
�
）
に
つ
い
て

内
閣
官
房
は
、
人
事
院
に
対
し
て
、
御
指
摘
の
者
の
日
本
郵
政
株
式
会
社
取
締
役
へ
の
就
任
に
関
し
、
国
家
公
務
員
法
第

百
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
承
認
の
要
否
を
確
認
し
た
。
人
事
院
は
、
内
閣
官
房
に
対
し
て
、
人
事
院
規
則
一
四－

四
（
営

利
企
業
へ
の
就
職
）
の
運
用
通
知
（
平
成
九
年
十
二
月
二
十
五
日
職
職－

四
四
八
人
事
院
事
務
総
長
通
知
）
に
照
ら
し
て
、

同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
密
接
な
関
係
に
は
該
当
し
な
い
旨
を
説
明
し
た
。

二
の
�
の
（
イ
）
の
（
�
）
か
ら
（
�
）
ま
で
に
つ
い
て

一



国
家
公
務
員
法
第
百
三
条
第
三
項
の
趣
旨
は
、
職
員
が
営
利
企
業
に
就
職
し
よ
う
と
す
る
際
に
、
当
該
営
利
企
業
が
当
該

職
員
が
離
職
前
五
年
間
に
在
職
し
て
い
た
国
の
機
関
等
（
以
下
「
在
職
機
関
」
と
い
う
。
）
と
密
接
な
関
係
に
あ
る
か
否
か

を
所
轄
庁
の
長
が
判
断
し
、
当
該
所
轄
庁
の
長
が
密
接
な
関
係
に
あ
る
と
判
断
し
た
場
合
に
は
、
人
事
院
に
承
認
申
請
を
行

い
、
人
事
院
が
当
該
申
請
に
基
づ
き
、
当
該
関
係
を
実
質
的
に
審
査
し
、
そ
の
承
認
の
可
否
を
判
断
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い

る
。
人
事
院
で
は
、
こ
の
所
轄
庁
の
長
の
判
断
が
統
一
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
二
の
�
並
び
に
�
の
（
ア
）
の
（
�
）
か
ら

（
�
）
ま
で
及
び
（
イ
）
の
（
�
）
に
つ
い
て
で
述
べ
た
各
府
省
に
対
す
る
通
知
に
、
国
家
公
務
員
法
第
百
三
条
第
二
項
に

規
定
す
る
密
接
な
関
係
に
あ
る
場
合
を
定
め
て
お
り
、
こ
れ
に
よ
り
、
�
在
職
機
関
が
有
す
る
法
令
に
基
づ
く
行
政
上
の

権
限
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
営
利
企
業
、
�
職
員
の
離
職
の
日
か
ら
五
年
さ
か
の
ぼ
っ
た
日
の
属
す
る
年
度
以
降
の
年
度

の
う
ち
の
い
ず
れ
か
の
年
度
に
お
い
て
在
職
機
関
と
の
間
に
締
結
し
た
契
約
の
総
額
が
二
千
万
円
以
上
で
あ
る
営
利
企
業
、

�
在
職
機
関
に
よ
る
行
政
手
続
法
（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
二
条
第
六
号
に
掲
げ
る
行
政
指
導
の
対
象
と
さ
れ

て
い
る
営
利
企
業
、
�
�
か
ら
�
ま
で
に
掲
げ
る
営
利
企
業
の
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
三

号
に
規
定
す
る
子
会
社
で
あ
る
営
利
企
業
、
�
�
か
ら
�
ま
で
に
掲
げ
る
営
利
企
業
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
営
利
企
業
を
在
職
機
関
と
の
間
に
密
接
な
関
係
に
あ
る
も
の
と
し
て
取
り
扱
っ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
営
利
企
業
に

二



は
、
職
員
の
離
職
後
に
新
た
に
設
立
さ
れ
た
営
利
企
業
が
含
ま
れ
る
が
、
こ
れ
は
、
当
該
職
員
の
在
職
中
、
在
職
機
関
に
行

政
上
の
権
限
等
が
存
在
す
る
場
合
に
は
、
在
職
機
関
の
当
該
企
業
の
設
立
準
備
へ
の
関
与
な
ど
が
あ
り
得
る
こ
と
に
よ
る
も

の
で
あ
る
。

在
職
機
関
が
有
す
る
行
政
上
の
権
限
と
は
、
行
政
手
続
法
第
二
条
第
二
号
に
掲
げ
る
処
分
又
は
同
条
第
六
号
に
掲
げ
る
行

政
指
導
を
行
う
権
限
等
を
い
う
と
こ
ろ
、
御
指
摘
の
者
の
平
成
十
八
年
一
月
二
十
三
日
に
お
け
る
日
本
郵
政
株
式
会
社
へ
の

就
職
に
つ
い
て
は
、
金
融
庁
は
、
同
社
に
対
し
、
平
成
十
七
年
十
月
二
十
一
日
以
降
、
郵
政
民
営
化
法
（
平
成
十
七
年
法
律

第
九
十
七
号
）
第
百
六
十
三
条
第
三
項
に
基
づ
く
同
社
が
作
成
す
る
実
施
計
画
の
認
可
に
関
す
る
権
限
等
を
有
す
る
が
、
同

人
の
同
庁
在
職
は
、
平
成
十
六
年
七
月
二
日
ま
で
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
郵
政
民
営
化
委
員
会
は
、
同
法
第
十
九
条
第
一
項

第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
当
該
実
施
計
画
の
認
可
に
関
す
る
総
務
大
臣
等
へ
の
意
見
を
述
べ
る
権
限
等
を
有
す
る
が
、
同
委

員
会
は
同
人
の
内
閣
官
房
退
職
後
で
あ
る
平
成
十
八
年
四
月
一
日
に
設
立
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
人
事
院
は
、
同
人
の
在
職
機

関
で
あ
る
同
庁
及
び
内
閣
は
、
同
社
と
の
間
に
密
接
な
関
係
が
な
い
と
判
断
し
た
。

こ
れ
に
対
し
、
同
人
の
平
成
十
八
年
九
月
一
日
に
お
け
る
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
準
備
会
社
で
あ
る
株
式
会
社
ゆ
う

ち
ょ
及
び
平
成
十
九
年
十
月
一
日
に
お
け
る
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
へ
の
就
職
に
つ
い
て
は
、
同
人
の
金
融
庁
在
職
中
に

三



同
庁
が
銀
行
に
対
す
る
行
政
上
の
権
限
を
有
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
人
事
院
は
、
同
庁
と
こ
れ
ら
の
会
社
の
間
に
は
密
接
な

関
係
が
あ
る
と
判
断
し
た
。

こ
の
た
め
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
へ
の
就
職
に
つ
い
て
は
、
人
事
院
に
対
し
て
国
家
公
務
員
法
第
百
三
条
第
三
項
の
承
認

申
請
が
な
さ
れ
ず
、
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
及
び
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
へ
の
就
職
に
つ
い
て
は
、
人
事
院
に
対
し
て
当
該

申
請
が
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
人
事
院
は
、
当
該
申
請
を
受
け
、
同
人
の
在
職
中
こ
れ
ら
の
会
社
に
つ
い
て
は
設
立
準
備

行
為
は
存
在
せ
ず
、
同
人
は
こ
れ
ら
の
会
社
に
対
し
て
権
限
を
行
使
す
る
関
係
に
は
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を
承
認
し

た
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
御
指
摘
の
平
成
十
九
年
十
月
三
十
日
の
国
会
審
議
に
お
け
る
人
事
院
総
裁
の
答
弁
は
、
職
員
が
そ
の
在
職
中
、
離

職
後
特
定
の
営
利
企
業
に
就
職
す
る
目
的
で
、
そ
の
地
位
や
職
権
を
利
用
し
て
当
該
企
業
に
便
宜
を
与
え
る
な
ど
し
、
も
っ

て
職
務
の
公
正
な
執
行
を
ゆ
が
め
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
す
る
と
い
う
国
家
公
務
員
法
第
百
三
条
第
二
項
の
立
法
の
趣
旨
を

述
べ
た
も
の
で
あ
り
、
さ
ら
に
、
許
認
可
等
の
行
政
権
限
の
行
使
に
携
わ
る
職
員
に
つ
い
て
は
、
当
該
行
政
権
限
の
行
使
に

当
た
り
職
員
の
裁
量
の
余
地
が
あ
る
一
方
、
法
律
は
国
会
で
議
決
の
上
制
定
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
最
終
的
な
内

容
の
決
定
に
職
員
個
人
の
意
思
の
介
入
で
き
る
余
地
は
な
い
と
い
う
趣
旨
で
あ
る
。

四



二
の
�
の
（
イ
）
の
（
�
）
及
び
（
�
）
に
つ
い
て

御
指
摘
の
判
断
を
了
承
し
た
人
事
院
内
で
最
高
位
の
者
は
人
事
院
総
裁
で
あ
る
。

五


